
 
 
 
 
 

20１４年１１月１２日発 第６７号発行責任者 平野博宣 ℡011-210-０５０５Fax011-210-０606

 

                             
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

政府は今国会で労働者派遣法を成立に向け強引

な国会運営を目論んでおり、１１月１９日からの

衆議院本会議の中で強行採決を行うのではない

かとされていました。本日の報道で年内の衆議院

解散・総選挙説が流されたことから、強行採決の

動向は不透明となりましたが、まだ廃案となって

おらず、労働者にとって危険な状況にあることに

変わりません。連合北海道・石狩地協・札幌地区

連合会は本日１２日午前８時より札幌駅前で組

合員３６名が参加し緊急街宣行動を行いました。

連合北海道工藤会長は政府の労働者派遣法改正

案では雇用の安定・労働者の福利向上は実現しな

いとし廃案を訴えました。同街宣の２回目は１４

日１２時からパルコ前で実施します。参加を！ 

安倍首相は経済活性化実現のためとして雇

用規制改革・労働法制改悪に強い姿勢を示し

ています。最近特に力説に拍車がかかってい

るのが、「残業代ゼロ制度・ホワイトカラー・

イグゼンプション」の導入です。働いた時間

ではなく成果で賃金を支払うという仕組み

で、当面は年収 1 千万円以上の労働者を対象

とするとしています。しかし、財界はトップ

自らが「幅広い職種・労働者が対象になるよ

う発信していく」と「残業代ゼロ制度」実現

に向け決意を表しています。更に、財界はこ

の制度により、「労働者によってはむしろ働

きやすくなり、労働生産性も高まる」とＰＲ

しています。私たちは気を抜いてはいけませ

ん。労働法制改悪・残業代ゼロ法案を断固阻

止しましょう。 

 

 

労働者派遣法改悪の断固反対・廃案を訴える工藤会長 


